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The purpose of this study is to establish the theoretical foundation on which we can 
understand the difference between the standard monetary system and the fiat money 
system, by focusing the accessibility to the medium of exchange. We analyzed the 
economic cost and economic distance to travel from the initial point (=before conducting 
the exchange) to the desired situation (=after the exchange). We concluded that the 
standard-goods should not be selected from the goods with high intrinsic value because 
they help improve the real economic activities. This clarifies the reason for the 
transition of the money from ancient times to modern ages. However, when one of real 
goods is selected as a monetary standard, opportunity cost of the monetary-use is 
inevitable, even if its intrinsic value is small. This determines the upper limit of 
efficiency of standard money system. On the other hand, an inconvertible paper money, 
purely nominal, doesn't generate such an opportunity cost, because it is not based on any 











































































A の行動経路 B の行動経路 A、B の意思決定内容 
① ( , 0) Ⅰ ( , 0) 初期点 
② ( , ) Ⅱ ( , ) 所有財を本位財で評価 
③ ( , 0) Ⅲ ( , 0) 所有財を処分し本位財と入れ替える 
④ ( , ) Ⅳ ( , ) 本位財で所望財を評価 
⑤ ( , 0) Ⅴ ( , 0) 本位財を処分し所望財を入れ替える 
表 1 本位制経済 
 
 本位制のもとで行われる交換は以下の過程を経る。A は を手放し、 を入手しようと考
えている。そこで初期点（①）から出発し、まず所有財の価値を本位財に投影させて評価
① Ⅴ( , 0) ⑤Ⅰ( , 0) 
②( , ) 
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（⑤）。B は逆に I、II、III、IV、V という経路をたどる（表１）。 
このとき、①から②の移動の大きさは 、②から③の移動の大きさは水平方向に 、
垂直距離は だが、後者は単に座標操作上生じるだけであり考慮する必要はない。同様に
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1 ②から③への移動は 45 度線を経由して移動すると考えればわかりやすい。 
 不換紙幣制度の場合 本位制の場合 
① ( , 0) ( , 0) 
② , ) = ( , 0) ( , ) 
③ ( , 0)= (0, 0) ( , 0) 
④ ( , ) = ( , 0) ( , ) 
⑤ ( , 0) ( , 0) 
① , 0) 
② , ) 
④( , ) 
⑤( , 0) 
③ ( , 0)＝(0, ) 






＋                ・・・・・(1) 
と表現できる。一方、財に依存しない制度では、 
                       ・・・・・(2) 
となる。 、 はそれぞれの制度のもとでの交換に伴う経済活動と言える。 
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によって与えられ、これらは両制度において（社会的）費用が等しいときに達成される交
換の効率性を表す。傾きが M 以下なら 、M 以上なら となる（図 3）。図３
は社会的費用と効率性に応じて A、B、C、M の４領域に分けられる。領域 A では、本位制
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下し、 は上方に（反時計回りに）回転し になる。この結果、点 A は点 B に移動する。 
点 B では銅本位制の（社会的）機会費用が下がるという意味で効率性が改善されている。
仮にこれに等しい効率性を不換紙幣制度によって達成しようとすれば、それに必要な費用
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A から に沿って左下方の点 C へ移動する。逆にこうした変更が帰って交換を長引かせる
ようなことがあれば初期点 A から に沿って右上方に移動するだろう。 
常識的には本位財の変更、 、 双方の低下をもたらすと考えられるから（そうでなけれ







が必ず発生するので、 には取りうる正の 小値 がある（ゼロにはできない）。同様に、
も、本位財が縦軸の中から選択される限り、ゼロになることはない2。 少の を与える
本位財を選んだとしても は 45 線に限りなく近づくだけで超えることできない。結局、初

















だけを考えればよい。この部分は、 が を超える領域①、費用 が を超えない領
域②にわけられる。このことは本位制以上に効率的な貨幣制度においては、 
0                 ・・・・・(7) 
                                                  






























考えることが可能である。つまり、保証発行制度は図 4 の から下方へ引いた垂線上に位
置すると考えられる。しかし、保証発行兌換券は正貨準備兌換券と併存するから、兌換請
求に対して中央銀行は金地金を支払わなければならない。つまり、費用がゼロになること








                                                  
3 領域①は不換紙幣制度の社会的費用が より大きいのでこのような領域に属する不換紙幣制度を選択す
るくらいなら、 においてより小さい費用で本位制を維持するほうが望ましい。 
4 正しくは保証準備発行屈伸制限制度（fiduciary system of note-issue with a flexible limit。正貨準備に加えて，
中央銀行保有の金融資産（国債・優良な商業手形など）を裏付けとして兌換券が発行できる。通常は、こ
れに基づく発行額に限度額が定められるが，一定の条件が満たされていればそれを超えて発行することも
できる。日本では明治 21 年（1888）の兌換銀行券条例の改正によって導入され、その後、昭和 14 年（1939）
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